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購  買  規  程 

第１章 総    則 

（目  的） 

第１条 この規程は、購買に係る業務処理に関する基本的事項を定め、購買業務の適正か

つ迅速な運営を図ることを目的とする。

（購買業務の範囲） 

第２条 この規程に定める購買業務とは、次に掲げる業務および各号に付帯関連する業務

をいう。

 （１）物品の購入

 （２）請負工事の付託

（３）その他この規程を適応することが妥当であるもの

（購買業務の原則） 

第３条 購買担当箇所ならびに計上・支払担当個所、請求個所、検収個所は以下により  

購買業務を進めるものとする。

 （１）購買取引は、品質、価格、納期、アフターサービス、既設設備との整合性などに

ついて公正・公平な経済的合理性に基づき行う。

（２）購買取引にあたっては、取引会社の品質管理、技術能力、アフターサービス体制、

  安全・環境問題への取り組み等を総合的に判断して取引を行う。

（３）購買担当個所は、優れた実績のある取引会社との購買関係を維持するだけでな   

  く、経済的合理性を基に新しい取引会社からの購入にも努める。

（４）購買取引を行うにあたって、すべての関連法規を遵守して業務を遂行する。ま  

た、反社会的勢力については、一切の購買取引からこれを排除する。

（５）個人情報が含まれる購買取引を行う場合には、「個人情報保護規程」（総務―５）

  に基づき個人情報の保護に十分留意して行う。ただし、至誠館大学については同

大学個人情報保護規程に基づき行う。

（６）取引会社からの情報は、購買活動を行う上で必要なもののみを入手する。

  また、購買取引上知り得た取引会社の情報は厳格に管理し、機密の保持に留意する。

（７）関連個所との連絡協調に努め、円滑かつ効率的な業務運営を図る。

（８）取引会社に対しては、常に清廉、公正かつ誠実な態度で対応し、相互信頼の確立

に努める。
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（用語の定義） 

第４条 この規程に使用する用語は、次の各号に定めるところによる。

（１）「物品の購入」とは完成されている物品を取引会社から購入することをいい、物

品の改造、修理および賃借を含む。

（２）「請負工事」とは、ある一定の工事の完成のため、当法人の仕様に基づき社外の

事業者に付託し、受注者から材料および労務の提供を受け、その対価として報酬を

支払うものをいう。

（３）「上長」とは、「職務権限規程」（総務―９）に定められた権限を付与された内部

組織の長等をいう。

（４）「購買担当個所」とは、「職務権限規程」（総務―９）に定められた権限を付与さ

れた内部組織の担当個所をいう。

（５）「計上・支払担当個所」とは、法人本部、至誠館大学事務局及びその他法人

本部の分掌事項を担当する個所をいう。

（６）「請求個所」とは、物品の購入等を請求する個所をいう。

（７）「検収個所」とは、物品の購入等に伴う検収を行うことを請求個所が指定した  

個所をいう。

第２章 購 買 業 務 

（取引先の登録） 

第５条 取引先については、購買担当個所が取引先一覧（様式１）を作成し、登録するも

のとする。

（新規取引先との取引） 

第６条 購買担当個所は、新規取引先との取引を希望する場合には、企業規模、経歴、信

用状況等を記載した取引先調査表（様式２）を作成・評価のうえ、理事長の承認を得な

ければならない。

２ 購買担当個所は、前項の承認を得た場合、新規取引先を取引先一覧へ追加するものと

 する。

３ 準備品・事務用品・雑用品の購入に係る取引先については、本条および第７条の適用

を除外する。

（取引先の再評価） 

第７条 購買担当個所は、現在取引を行っている業者において、契約の不履行、経営状態

および信用の悪化等により取引停止とする場合は、取引先再評価表（様式３）を作成・

－２－
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評価のうえ、理事長の承認を得なければならない。

２ 購買担当個所は、前項により取引停止を承認した取引先を取引先一覧から削除するも

のとする。

（取引先の選定） 

第８条 購買担当個所は、購買取引に際し、第５条に定める取引先一覧にあらかじめ登録

された取引先から行うものとする。ただし、特別な事情がある場合にはこの限りでない。

（見積依頼） 

第９条 購買担当個所は、購買取引に際し、原則として取引に適合した取引会社を３社以

 上選択し、指名競争見積を行うものとする。

２ 準備品・事務用品・雑用品の購入に係る取引については、前項の適用を除外する。

（支払条件） 

第１０条 代金の支払条件は、「検収後払い」を原則とし、次項に定める期日に支払うもの

とする。ただし、特に必要があるときは、別に支払条件を定めることができる。

２ 支払いは、検収日を基準として、毎月末日に締め切り、翌月末日までに支払うものと

する。

（発  注） 

第１１条 物品の購入に係る発注は原則として注文書（様式５）を交付することにより行う。

２ 請負工事については、原則として、取引先へ発注内容を記載した通知書を交付し、  

取引先より請書の提出を受けることとする。

（納期管理） 

第１２条 購買担当個所もしくは請求個所は、調達したものが契約に定めた納期に確実に納

入されるよう検収個所と連携を取り取引先の管理を行うものとする。

（検  収） 

第１３条 検収個所は、原則として受渡場所において、納品されたものが契約内容と合致し

ているかを検査、確認し、その結果についてすみやかに購買担当個所へ報告しなければ

ならない。

２ 検収個所は、不良品および不合格品等の異常を発見したときは、取引先にその旨を連

絡し必要な措置を講ずるものとする。
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（支払手続） 

第１４条 計上・支払担当個所は、検収個所の検収終了後内容を確認し、契約に定めた支払

条件に基づき支払手続を取らなければならない。

（事故に対する措置） 

第１５条 請求個所は、契約締結後の契約不履行、災害、瑕疵等事故が発生した場合には、

その内容、原因等を究明し、損害賠償請求等の必要な措置を行うものとする。

（請求および契約の変更） 

第１６条 購買担当個所もしくは請求個所は、請求および契約の変更を必要とするときは、

上長の決裁を得た後、変更手続きを行うものとする。

第３章 事 務 手 続 

（物品の購入に係る事務手続） 

第１７条 物品の購入に係る事務手続きは次のとおりとする。

 ただし、準備品・事務用品・雑用品の購入を除く。

 （１）請求個所は、物品の購入を請求するときは、原則として物品購入請求書（様式４）

   で上長の決裁を得た後、購買担当個所に物品購入請求書（様式４）を送付するもの

とする。

    ただし、請求個所と購買担当個所が同一の場合は、物品購入請求書（様式４）

   での上長の決裁を省略できる。

 （２）購買担当個所は、請求個所からの請求に基づき購買手続きを開始し、当該物品   

   購入に対して第５条に定める取引先一覧にあらかじめ登録された取引先の中から 

   最も適当と認められる取引会社を原則として３社以上選定のうえ、「口頭」により

見積依頼を行い、見積書（任意様式）を聴収するものとする。

 （３）購買担当個所は、見積書開封後、すみやかに見積書の内容を精査し、取引先を   

選定するものとする。

（４）購買担当個所は、取引先、購入価格および支払条件などの要件が整ったときは、

   「稟議書取扱基準」（総務－１－２）に基づき稟議手続きを行う。ただし、至誠館

   大学については、同大学稟議規程に基づき行う。

（５）購買担当個所は、前項の決裁に基づき、原則として注文書（様式５）により発注

を行う。

（６）検収個所は、原則として受渡場所において、取引先より納品書、請求書もしくは

領収書等（以下「請求書等」という。）の提出を受け、購買したものが契約内容と

合致しているかを検査、確認し、検収印（別表１）を押印のうえ、検収年月日を記

入し、その結果についてすみやかに購買担当個所へ上記「請求書等」を提出するも

のとする。
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（７）購買担当個所は、上記（６）の内容を確認し、「請求書等」を計上・支払担当個

所へ提出するものとする。

（８）支払手続については、第１４条（支払手続）を準用する。

（準備品・事務用品・雑用品の購入に係る事務手続） 

第 18 条 「職務権限規程」（総務－９）別表「各長の個別権限」における購買関係（教育・

実習用を含む）「２．準備品・事務用品・雑用品」について、簡易処理を行うことがで

きる。ただし、理事長権限のものについては第１７条を準用する。

（１）大学及び各学校等は、物品購入請求書（様式５）もしくは大学及び各学校等に

おいて定める様式または「口頭」により上長の承認を得た後に、購入手続きを

開始する。

（２）大学及び各学校等は、「口頭」により見積依頼を行う。この場合、見積の回答

  についても「口頭」により見積金額の提示を受けることができる。

（３）大学及び各学校等は、必要に応じて注文書の作成を省略し「口頭」もしくは

その他の方法により発注することができる。

（４）大学及び各学校等は、原則として受渡場所において、取引先より納品書、請求

  書もしくは領収書等の提出を受け、契約内容と合致しているかを検査、確認し、

検収印（別表１）を押印のうえ、検収年月日を記入し、その結果についてすみや

かに「計上・支払担当個所」へ報告するものとする。

（５）支払手続については第１４条を準用する。

（管財業務に係る請負工事の事務手続） 

第 19 条 校舎及び園舎の建設、修繕等の管財業務に係る請負工事の事務手続は次のとお

りとする。

ただし、請負工事のうち「補修工事」を除く。

 （１）請負工事の実施について、請求個所は原則として請負工事請求書（様式 6）で上

長の決裁を得た後、購買担当個所に請負工事請求書（様式７）を送付するものとす

る。ただし、請求個所と購買担当個所が同一の場合は、請負工事請求書（様式６）

での上長の決裁を省略できる。

 （２）購買担当個所は、請求個所からの請求に基づき請負工事の手続きを開始し、当

該請負工事に対して第５条に定める取引先一覧にあらかじめ登録された取引会社

の中から、最も適当と認められる取引会社を原則として３社以上選定のうえ、「口

頭」により見積依頼を行い、見積書（任意様式）を聴収するものとする。

 （３）購買担当個所は、見積書開封後、すみやかに見積書の内容を精査し、取引先を選

定するものとする。

 （４）購買担当個所は、取引先、購入価格および支払条件などの要件が整ったとき

は、「稟議書取扱基準」（総務－１－２）に基づき稟議手続きを行う。ただし、

至誠館大学については、同大学稟議規程に基づき行う。
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（５）購買担当個所は、前項の決裁に基づき、原則として工事請負決定通知書（様式７）

により発注を行い、原則として取引先より請書（様式８）の提出を受けるものとす

る。

（６）検収個所は、原則として受渡場所において、発注先より竣工届（様式９）、請求

書もしくは領収書等（以下「請求書等」という。）の提出を受け、契約内容と合致

しているかを検査、確認し、検収印（別表１）を押印のうえ、検収年月日を記入し、

その結果についてすみやかに購買担当個所へ上記「請求書等」を提出するものとす

る。ただし、「竣工届」については、取引先の任意様式によることができる。

（７）購買担当個所は、上記（６）の内容を確認し、「請求書等」を計上・支払担当個

所へ提出するものとする。

（８）支払手続については、第１４条（支払手続）を準用する。

 （９）購買担当個所は、契約の変更を必要とするときは、上長の決裁を得て工事請負変

更通知書（様式１４）または「口頭」にて変更の通知を行い、変更請書（様式１５）

の提出を受けることにより変更を行うものとする。ただし、変更請書については、

取引先の任意様式によることができる。

（管財業務に係る補修工事の簡易処理） 

第 20 条 「職務権限規程」（総務－９）別表「各長の個別権限」における購買関係（教育・

実習用を含む）「５．管財業務に係る請負工事（８）補修工事の実施」についは、簡易

処理を行うことができる。

  ただし、理事長権限のものについては第１９条を準用する。

（１）大学及び各学校等は、請負工事請求書（様式７）もしくは大学及び各学校等

において定める様式または「口頭」により上長の承認を得た後に、発注手続を開

始する。

（２）大学及び各学校等は、「口頭」により見積依頼を行う。この場合、見積の回答

についても「口頭」により見積金額の提示を受けることができる。

（３）大学及び各学校等は、必要に応じて工事請負決定通知書（様式９）の作成を

省略し「口頭」しくはその他の方法により発注することができる。

（４）大学及び各学校等は、原則として受渡場所において、取引先より竣工届（様式

１３）、請求書もしくは領収書等の提出を受け、契約内容と合致しているかを検査、

確認し、検収印（別表１）を押印のうえ、検収年月日を記入し、その結果につい

てすみやかに「計上・支払担当個所」へ報告するものとする。ただし、「竣工届」

については、取引先の任意様式によることができる。

（５）支払手続については第１４条を準用する。

附     則 

 この規程は、平成３１年４月１日より施行する。

制定   平成２６年４月１日

－６－
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別表 １

検 収 印 の 規 格 

１．至誠館大学

検収年月日 ・    ・

学  長 副学長 担  当

検収年月日 ・    ・

事務局長 担  当

２．各専門学校

学校名

検収年月日  ・    ・

校  長 副校長 担  当

３．各幼稚園、保育園

園  名

検収年月日  ・    ・

園  長 副園長 担  当

－７－

検

収

検

収

検

収

検

収
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４．法人本部

５．企画広報室  

－８－

検収年月日 ・    ・

法人本部長 課  長 担  当

検収年月日 ・    ・

室  長 担  当

検

収

検

収
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                                 様式 １

取 引 先 一 覧 

       大学・学校・園名                    

№ 会社名 住所 〒 

支店名 ℡ FAX 

主な取引  登録年月日  備 考  

№ 会社名 住所 〒

支店名 ℡ FAX 

主な取引 登録年月日  備 考 

№ 会社名 住所 〒

支店名 ℡ FAX 

主な取引 登録年月日  備 考 

№ 会社名 住所 〒

支店名 ℡ FAX 

主な取引 登録年月日  備 考 

№ 会社名 住所 〒

支店名 ℡ FAX 

主な取引 登録年月日  備 考 

№ 会社名 住所 〒

支店名 ℡ FAX 

主な取引 登録年月日  備 考 

№ 会社名 住所 〒

支店名 ℡ FAX 

主な取引 登録年月日  備 考 

№ 会社名 住所 〒

支店名 ℡ FAX 

主な取引 登録年月日  備 考 

№ 会社名 住所 〒

支店名 ℡ FAX 

主な取引 登録年月日  備 考 

№ 会社名 住所 〒

支店名 ℡ FAX 

主な取引 登録年月日  備 考 

－９－ 
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                                 様式 ２

取 引 先 調 査 表 

会社名  住所 〒

支店名  ℡ FAX  

連絡担当者  業種  

評   価   結   果 

申請理由  

評  価 

（企業規模、経歴、信用状況、品質、価格、納期等簡潔に記載）

学校名等  評価年月日 平成  年  月  日 

評価者   

上記評価の結果、新規取引先として登録いたしたい。 

理事長 副理事長 専務理事 
決 裁 年 月 日  

平成  年  月  日 

 結果 
□ 取引可 

□ 取引不可 

常務理事 

法人本部長

企画広報室長

学  長 

校  長

園  長

副学長

副校長

副園長

事務局長 担当者 

－１０－ 
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                                 様式 ３

取 引 先 再 評 価 表 

会社名  住所 〒

支店名  ℡ FAX  

連絡担当者  業種  

再  評  価  理  由 

今回の不

具合の内

容 

（契約の不履行、経営状態および信用の悪化等簡潔に記載）

これまで

の不具合 

学校名等  評価年月日 平成  年  月  日 

評価者   

上記評価の結果、取引を停止し、取引先一覧から削除することといたしたい。 

理事長 副理事長 専務理事 
決 裁 年 月 日  

平成  年  月  日 

 結果 
□ 取引可 

□ 取引不可 

常務理事 

法人本部長

企画広報室長

学  長 

校  長

園  長

副学長

副校長

副園長

事務局長 
担当者 

－１１－ 
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                                 様式 ４

平成  年  月  日

物 品 購 入 請 求 書 

請求個所名 担当者名

請

求

理

由

条

件

品 名

納入希望日

受 渡 場 所

検 収 個 所

支 払 条 件

希望購入先

希望購入先名

理   由

仕

様

品名・規格・仕様 数量 単位 予算額（千円）

（合    計） ―

購買担当個所 請求個所 

上長  担当者 上長  担当者 

－１２－ 
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                                 様式 ５

                          平成  年  月  日

                御中

                            学校法人菅原学園

注   文   書 

 下記の記載事項により貴社に注文いたします。

記

品   名 単位

数   量

納入年月日 検収年月日

納 入 場 所 支 払 条 件

留意事項

１．貴社は、注文品を注文仕様書等の関係書類に基づき、誠意をもって当法人の指定する納期、

納入場所に、納品書および請求書を添えて確実に納入しなければならない。

２．注文品が納入されたときは、当法人は必要な検査を行うものとする。この場合、貴社は、立

ち会わなければならないものとし、貴社は、正当な事由なく、検査に立ち合わないときは、検

査の結果について異議を述べることができない。

３．前項の検査に合格しないときは、当法人の指示するところに従い、貴社は、貴社の負担にお

いて、修理、補充または取替等を行うものとする。この場合、貴社の修理、補充または取替等

が終了後、当法人は再度検査を行うものとする。再度の検査については、前項の規定を準用す

る。

４．貴社の納入する注文品が、第２項または前項の納入時検査に合格し、かつ、当法人が貴社の

提出する納品書を確認したときをもって検収の完了とし、その時をもって注文品の所有権は貴

社から当法人に移転する。

５．代金の支払は、当注文書に記載の支払条件に従い、その代金に消費税法および地方税法の規

程により課される税率を乗じた金額（円未満切捨て）をあわせて支払う。

６．納入期限に遅延するおそれがある場合は、ただちに遅延の理由および期間等を書面で当法人

に申し出て当法人の指示に従うものとする。

７．注文品はその全量を一括して納入するものとする。

８．貴社は注文品の納入に当たり、当法人または第三者に損害を与えた場合は、その賠償の責に

任じ当法人に一切の迷惑を及ぼさないものとする。

９．この留意事項等について疑義を生じた場合、および定めのない事項については双方誠意をも

って協議し決定するものとする。

以 上

－１３－
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                                 様式 ６

                          平成  年  月  日

請 負 工 事 請 求 書 

請求個所名 担当者名

請

求

理

由

条

件

工 事 場 所

着工希望日

竣工希望日

検 収 個 所

支 払 条 件

希望発注先

希望発注先名

理   由

仕

様

規 格 ・ 仕 様 数量 単位 予算額（千円）

（合    計） ―

購買担当個所 請求個所 

上長  担当者 上長  担当者 

－１４－
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                                 様式 ７

                          平成  年  月  日

              御中

学校法人 菅原学園

工事請負決定通知書 

下記により貴社に注文いたします。契約は、貴社提出の請書により成立いたしますので、

注文を御承諾される場合は、折り返し請書を御提出下さい。

記

工事件名

工事場所

実施期間

着 工 日 平成  年  月  日

竣 工 日 平成  年  月  日

検 収 日 平成  年  月  日

注文金額

本体価額           円

消費税等           円

合  計           円

支払条件

検収個所

契約内容  別添仕様書のとおり

以上

－１５－
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様式 ８

請       書

平成  年  月  日

学校法人菅原学園

    長        殿

                  （請負者）住  所：             

                       社  名：             

                       代表者名：             印

－１６－

印  紙

工事件名

実施期間 着工日 平成  年  月  日

竣工日 平成  年  月  日 検収日 平成  年  月  日

請負金額

支払条件

上記工事について下記事項を確認のうえ、お請けいたします。

（１）工事仕様書、工事設計書および図面に従って誠意をもって施行し、工程を守り工期内に竣工いたします。

（２）ａ 工事施工にあたり、関連する諸法令、社会規範、規格および基準を遵守し、人身の安全、施設事故

の防止、公害の防除および環境の保全に万全を期するとともに、一般公衆に対しても一切迷惑をかけ

ないよう予防措置を講じます。

   ｂ 着工のときは、着工届および現場代理人・安全管理者・主任技術者・業務情報保護管理責任者・業

務情報取扱責任者届出を提出いたします。竣工のときは、竣工届を提出して貴法人の検査を受けます。

（３）工事請負に関する一切の権利義務は、貴法人の御承認を得た場合を除き、第三者に委任または譲渡いた

しません。また、貴法人の承認に基づき下請負者に発注する場合には、下請負者に対して請負者と同等の

義務を課すものといたします。

（４）貴法人の支給材料および貸与品については貴法人の御指示に従い、請負者の負担材料は貴法人の規格ま

たは検査に合格するものといたします。

（５）貴法人の都合により、設計、工程の変更、工事の一時中止または打切りがあっても貴法人に対し異議を

申し立てないほか請負金の増減等については貴法人の御指示に基づき協議いたします。

（６）成果品の引渡しは、請負者と貴法人が立会検査して、貴法人が完全と認めたときに竣工として引渡しを

行います。検査の合格しない場合および引渡し後２年以内の不具合は請負者の負担で補修工事等を行い再

検査を受けます。

（７）成果品引渡し前に生じた損害は、すべて請負者の負担といたします。ただし、天災地変などの付加効力

により重大な損害を被った場合には、その負担について貴法人と協議し、決定いたします・

（８）工事施行について、貴法人または第三者に損害を及びしたときは、その賠償の責を負います。

（９）契約工期内に竣工しなかった場合は、違約金として１日につき、工事請負金の１／１,０００を徴収され

ても異議を申しません。

（10）貴法人から提供された業務情報は適切に管理し、情報の紛失、破壊、改ざん、漏洩等が発生しないよう

万全を期します。業務情報の業務以外への加工や利用、複写や複製は行いません。また、貴法人から提供

された業務情報および業務の実施により取得した業務情報については、業務実施期間中はもちろんこの契

約が業務の完了または解除により修了した後も第三者に公開または開示しないものといたします。

（11）工事が竣工したとき（もしくは貴法人が請求したとき）は、貴法人から提供された業務情報の一切を貴

法人に返却いたします。また、業務の実施により取得し、管理している業務情報のうち貴法人が必要とし

ない業務情報および業務情報の複製物は、工事が竣工したとき（もしくは貴法人が請求したとき）に確実

に消却・廃棄を行い、完了後貴法人に報告いたします。

（12）貴法人から提供された業務情報（複製物を含む）について、紛失・盗難・その他漏洩等の事件・事故が

発生した場合ならびにそのおそれがある場合は、速やかに貴法人に報告を行い、その指示に従います。

（13）貴法人が業務情報の取扱状況を調査する際は、それに応じます。

（14）反社会的勢力への対応に関する取扱いについては裏面「反社会的勢力への対応に係る事項」によるもの

といたします。

（15）契約に違反し、また契約の履行に誠意を欠くものとして貴法人が契約解除の処置を行っても異議を申しません。

（16）本請書の定めのない事項については、貴社と協議のうえ決定いたします。   
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様式 ８裏面

反社会的勢力への対応に係る事項

反社会的勢力への対応に係る事項の取扱いについては以下のとおりといたします。

１．請負者は、請負者の役員等（役員、責任者もしくは実質的に経営権を有する者をいう。

 以下同じ。）が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者、総会屋、その他の反社会的勢力（以 

 下「反社会的勢力」という。）に該当しないことを確約いたします。

２．貴法人は、請負者が次の各号の一に該当する場合は、催告することなく契約を解除す

 ることができるものといたします。

（１）請負者が反社会的勢力である場合

（２）請負者が反社会的勢力との間に、社会的に非難されるべき関係を有していると認

められる場合

（３）請負者の下請負者もしくはその役員等（下請負が数次にわたる場合は、そのすべ

  て下請負者またはその役員等を含む。以下同じ。）または貴社との契約履行のために

  請負者もしくはその下請負者が使用する者が、反社会的勢力である場合または反社

  会的勢力との間に、社会的に非難されるべき関係を有していると認められる場合で、

請負者が当該下請負者との関係を速やかに遮断しまたは当該請負者またはその下請負

者が使用する者を貴社との契約履行から速やかに排除するなど、適切な対応をとらな

いとき

３．請負者の下請負者もしくはその役員等または貴社との契約履行のため請負者もしくはそ

の下請負者が使用する者が、反社会的勢力であることまたは反社会的勢力との間に、

 社会的に非難されるべき関係を有していることが判明した場合、請負者は貴法人に速やか

に報告するものとする。

４．貴法人が上記第２項により契約を解除した場合、請負者に損害が生じても、貴法人はこ

れを一切賠償する責を負わないものといたします。

以 上

－１７－
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                                 様式 ９

                          平成  年  月  日

竣   工   届 

 学校法人菅原学園

     長     殿

（請負者）住  所：              

                       社  名：              

                       代表者名：            印 

 下記の請負工事は、平成  年  月  日をもって竣工しましたので、下記のとおりお届

けします。

記

工 事 件 名

契約年月日 原 契 約 平成  年  月  日

変更契約 平成  年  月  日

工 期 原 契 約 平成  年  月  日 着工 平成  年  月  日竣工

変更契約 平成  年  月  日 着工 平成  年  月  日竣工

提 出 書 類

 学校法人菅原学園は、上記の請負工事について、平成  年  月  日完了を確認し、成

果品の引渡しを受けました。

 また、工事着工時に当社から提出した業務情報は全て返却を受けたこと、および発注先にて

複製した業務情報等を発注先が消却または廃棄したことを確認しました。

－１８－

購買担当個所 検収個所

上  長 担 当 者 上  長 担 当 者
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                                 様式 １０

                          平成  年  月  日

               御中

                           学校法人菅原学園

工事請負変更通知書 

 先般、貴社に平成  年  月  日付で、工事請負付託した（          ）

工事について、下記のとおり変更いたしましたので、通知いたします。変更契約は、貴社

提出の変更請書により成立いたしましたので、変更を御承諾される場合は、折り返し変更

請書を御提出下さい。

記

工事件名

変   更   前 変   更   後

契約年月日 平成  年  月  日 平成  年  月  日

工期
着工日 平成  年  月  日 平成  年  月  日

竣工日 平成  年  月  日 平成  年  月  日

検収日 平成  年  月  日 平成  年  月  日

請負金額 円 円

支払条件

備   考

以 上

－１９－
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                                 様式 １１

変  更  請  書 

                         平成  年  月  日

学校法人菅原学園

      長     殿

               （請負者）住 所：               

                    社 名：               

                    代表者：              印

 平成  年  月  日付で契約した（  

         ）工事について、下記のとおり変更することを承諾します。

記

工事件名

変   更   前 変   更   後

契約年月日 平成  年  月  日 平成  年  月  日

工期
着工日 平成  年  月  日 平成  年  月  日

竣工日 平成  年  月  日 平成  年  月  日

検収日 平成  年  月  日 平成  年  月  日

請負金額 円 円

支払条件

備   考

以 上

－２０－


